
川越市こ ども家庭センターの整備について（ 案）

⑴ 背景・ 目的

●令和４ 年６ 月に成立した「 児童福祉法等の一部を改正する法律」 （ 令和４ 年法律第66号） において、 市町村は、 子育て世代包括支援センター（ 母子保健） と 子ども 家庭総合支援拠点（ 児童福
祉） の設立の意義や機能は維持した上で組織を見直し 、 全ての妊産婦、 子育て世帯、 子ども へ一体的に相談支援を行う 機能を有する機関（ こ ども 家庭センター） の設置に努めるこ と と なった。

●こ れまで「 子育て世代包括支援センター」 と 「 市区町村子ども 家庭総合支援拠点」 それぞれの設置を進めてきた中で、 両機関がと も に特定妊婦や要支援児童等を支援対象に含んでいるにも かか
わら ず、 組織が別であるために、 連携・ 協働に職員の負荷がかかったり 、 情報共有等が成さ れにく い等の課題が生じていたこ と に対して、 両機能を組織と して一体的に運営するこ と によ り 、 母
子保健・ 児童福祉両部門の連携・ 協働を深め、 虐待への予防的な対応から 個々の家庭に応じた支援の切れ目ない対応など、 市町村と しての相談支援体制の強化を図るために設置さ れる。

⑵必要性

●令和６ 年４ 月以降は「 子育て世代包括支援センター」 と 「 市区町村子ども 家庭総合支援拠点」 の法的根拠が失われるこ と から 、 こ ども 家庭センターの設置は努力義務ではあるが、 相談支援体制
の強化を図るためにこ ども 家庭センターを設置する必要がある 。 （ 現在のと こ ろ、 国は設置目標等は定めていない） 。

１ ． こ ども 家庭センターの概要

子育て世帯と の接点を増やすこ と を目的と した地域子育て相
談機関等と の適切な連携を図るこ と によ り 、 子ども の状況把握
の機会を増やす。

【 他の利用者支援事業】
①子育て支援センター

基本型： 子育て支援コーディ ネーター
②保育課

特定型： 保育コンシェルジュ
③子育て世代包括支援センター

法令上は廃止と なるが、 U_ PLACEの利用者支援事業３ 類型
は「 子育て世代包括支援センタ ー」 の名称によ り 継続展開する 。

基本型（ こ ども 家庭課） 、 特定型（ 保育課）
こ ども 家庭センター型の母子保健部門（ 母子保健課）

【 地域子育て相談機関】
相談の敷居が低く 、 物理的にも 近距離にあり 、 能動的な状況

確認等による 「 子育て世帯と 継続につながるための工夫」 を行
う 相談機関。 こ ども 家庭センタ ーを補完するこ と が想定さ れる 。
改正法によ り 新たに児童福祉法に位置づけら れた。

保育所、 認定こ ども 園、 幼稚園、 地域子育て支援拠点事業な
どが想定さ れる 。 令和６ 年４ 月よ り 整備が努力義務と なる。

２ ． 本市における児童等に対する支援体制の整理（ こ ども 家庭センターの位置づけ）
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母性並びに乳児及び幼児の健康の保持及び健康の増進に関する包括的な支援を行う
・ 妊産婦等の支援に必要な実情の把握
・ 妊娠・ 出産・ 育児に関する相談に応じ 、 必要な情報提供・ 助言・ 保健指導を行う
・ 関係機関と の連絡調整 ・ サポート プラ ンの作成

母子保健部門（ こ ども 未来部母子保健課、 U_ PLACE）

緊急かつよ り 高度な専門的対応、 保護等の措置を実施
・ 相談、 養育環境等の調査、 専門診断等
・ 一時保護、 措置（ 里親委託、 施設入所、 在宅指導等
・ 市区町村援助（ 市区町村相互間の連絡調整、 情報提供等必要な援助）

川越児童相談所（ 一時保護所）

児童及び妊産婦の福祉に関する包括的な支援を行う
・ 子ども 家庭支援に係る業務
・ 要支援児童及び要保護児童等並びに特定妊婦への支援業務（ サポート プラ ンの作成を含む）
・ 関係機関と の連絡調整（ 要保護児童対策地域協議会の事務局を担う こ と を含む）
・ その他の必要な支援

児童福祉部門（ こ ども 未来部こ ども 家庭課）

統括支援員： 子ども 家庭支援員等や保健師等の各専門職が一体的に支援を行う 際の中心的な役割を担う 。

役割分担・ 連携を図り つつ、 常に協働して支援を実施

４ ． こ ども家庭センターが連携する機関等

民間団体と 連携しながら 、 多様な家庭環境等に関する支援
体制の充実・ 強化を図るための地域資源の開拓を担い、 民間
資源・ 地域資源と 一体と なった支援体制の構築を図る 。

本市においても 、 関係課で実施しているサービスと の連携
を図り つつ、 新たなニーズを把握した際には、 地域資源化に
ついて検討する。
【 地域資源の例①： 児童福祉法に定める事業】

ショ ート ステイ事業、 一時預かり 事業、 病児保育事業等
【 地域資源の例②： 民間団体で実施している事業】

子ども の居場所づく り 、 子ども 食堂、 地域ボラ ンティ ア等

３ ． 地域資源の開拓

令和６ 年１ 月１ ５ 日（ 月）

旧子育て世代包括支援センター（ 母子保健）

旧子ども 家庭総合支援拠点

センター長 ： 母子保健機能及び児童福祉機能における双方の業務について、 組織全体のマネジメ ント を行う 。
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情報共有・ 連携

川越市こ ども 家庭センター（ 利用者支援事業（ こ ども 家庭センター型） ）
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